
 令　和　 ３ 　年　度

生駒市水道事業会計予算に関する説明書
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１ 収益的収入及び支出

(単位：千円)

(単位：千円)

給料
職員手当等
賞与引当金繰入額

法定福利費
旅費
被服費
備消耗品費
燃料費
印刷製本費
通信運搬費
委託料

予 定 額 備　　　考

１

水道料金給 水 収 益

令和３年度 生駒市水道事業会計予算実施計画

収　　　　入

款 項 目

事 業 収 益

受 託 工 事 収 益 消火栓修繕等受託工事収益

下水道使用料収納等受託料等

預金利息等

そ の他営業収益

営 業 収 益

受 取 利 息

長 期前受金戻入

雑 収 益

売電収益小 水力発電収益

営 業 外 収 益

過年度損益修正益

特 別 利 益

営 業 費 用

事 業 費

支　　　　出

款 項 目 予 定 額 備　　　考

１

原 水及び浄水費

｜ 5｜



(単位：千円)

手数料
賃借料
修繕費
動力費
受水費
薬品費
負担金
工事請負費
給料
職員手当等
賞与引当金繰入額

法定福利費
旅費
被服費
備消耗品費
光熱水費
委託料
手数料
賃借料
修繕費
動力費
材料費
研修費
負担金
路面復旧費
工事請負費
備消耗品費
印刷製本費
修繕費
材料費
工事請負費
給料
職員手当等
賞与引当金繰入額

法定福利費
旅費
被服費
備消耗品費
燃料費
光熱水費
印刷製本費
通信運搬費
委託料
手数料
賃借料
修繕費
研修費
負担金
保険料

配 水及び給水費

受 託 工 事 費

款 項 目 予 定 額 備　　　考

総 係 費
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(単位：千円)

公課費

貸倒引当金繰入額

固定資産除却費
たな卸資産減耗費

委託料
修繕費
減価償却費

無形固定資産
減価償却費

款 項 目

退職給与基金
積立負担金

予 定 額 備　　　考

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

雑 支 出

営 業 外 費 用

有形固定資産
減価償却費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

小 水 力 発 電 費

過年度損益修正損

特 別 損 失

予 備 費

予 備 費
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２ 資本的収入及び支出

(単位：千円)

資 本 的
収 入

新 設 改 良 施 設
工 事 納 付 金

(単位：千円)

資 本 的
支 出

給料
職員手当等
賞与引当金繰入額

法定福利費
委託料
工事請負費
車両運搬具購入費

器具備品購入費
水道メーター購入費

ポンプ設備購入費

１

寄 附 金

寄 附 金

消火栓新設・改良に伴う負担金

収　　　　入

款 項 目 予 定 額 備　　　考

納 付 金

施設整備協力金

他 会 計 負 担 金

そ の 他 負 担 金

負 担 金

国 庫 補 助 金

補 助 金

給 水 分 担 金

分 担 金

支　　　　出

款 項 目 予 定 額 備　　　考

１

新 設 改 良 費

建 設 改 良 費

固 定 資 産 購 入 費

還 付 金

還 付 金

予 備 費

予 備 費
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

賞与引当金の増減額（△は減少） △711

貸倒引当金の増減額（△は減少） △141

長期前受金戻入額 △375,566

受取利息及び配当金 △2,128

未収金の増減額（△は増加） △19,744

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,651

小計

利息及び配当金の受取額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,653,213

補助金、寄附金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,376,938

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額 △989,949

資金期首残高

資金期末残高

令和３年度 生駒市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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１　総  括

特別職 一般職 報　酬  給  料 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（ 13 ）

（ 12 ）

（ 1 ）

＊（　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。

扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

期末手当 勤勉手当

（千円） （千円）

本　年　度

給　与　費　明　細　書

区　　　　分

職　　員　　数 給   　与  　　費
法  定
福利費

合  計

△ 3,107比　　　較

前　年　度

△ 871 △ 1,291 △ 2,162 △ 945

手当の内訳

区分
管理職
手　当
(千円）

特殊勤務
手　　当
(千円)

時 間 外
勤務手当
(千円)

本年度

前年度

比　較 △ 726 △ 149 △ 17

区分

本年度

前年度

比　較 △ 1,471 △ 554

｜ 10 ｜



２　給料及び手当の増減額の明細

増 減 額

（千円） （千円）

本年度 35人
前年度 35人

会計年度任用職員

本年度 4人
前年度 3人

△ 726 千円
千円

△ 149 千円
千円
千円
千円

△ 17 千円
△ 1,118 千円
△ 554 千円

会計年度任用職員

通勤手当 千円
期末手当 千円

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

備　　              考

給　料

会計年度任用職員以外の職員

会計年度任用職員以外の職員

手　当

△ 2,713

人事異動等に伴う
増 加 分

職員数の状況

△ 577 千円

平均年齢　　　（歳）

平均給料月額　（円）

高　校　卒

△ 1,574

大　学　卒

令和2年１月１日
現在

平均年齢　　　（歳）

地域手当

区　　　　　　　　分

区　　分 一　般　職（円）

平均給料月額　（円）

一 般 職（円）

令和3年１月１日
現在

平均給与月額　（円）

一般会計の制度

△ 577

継 続 任 用 に 伴 う
増 加 分

人事異動等に伴う
減 少 分

一　般　職

管理職手当

時間外勤務手当

期末手当

住居手当

勤勉手当

△ 997
特殊勤務手当

そ の 他 の
増 減 分

期末手当

平均給与月額　（円）

人事異動等に伴う
増 加 分

区　分
増減事由別内訳

説　 明

△ 1,746
そ の 他 の
増 減 分

昇 給 に 伴 う
増 加 分

人事異動等に伴う
減 少 分

職員数の状況

平均昇給率

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

扶養手当

支 給 基 準
変 更 に 伴 う
減 少 分

昇 給 に 伴 う
増 加 分

通勤手当

そ の 他 の
増 減 分

そ の 他 の
増 減 分

｜ 11 ｜



（３）級別職員数

級

＊（　）内は再任用職員数を外書しています。

（級別の基準となる職務）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

事務員 主事

技術員 技師
課長級 部長級

（ 8 ）

区　 分

一　般　職 係長級 主幹
課長
補佐級

主任

職員数（人）

１級

（ 9 ）

一　　　般　　　職

令和２年１月１日現在

区　　　　　　分

計

４級

構成比(%)

８級

８級

５級

６級

３級

２級

３級

５級

７級

計

６級

７級

１級

（ 8 ）

令和３年１月１日現在

４級

２級
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（４）昇給

（５）特殊勤務手当

給料総額に対する比率 （％）

支給対象職員１人当たり平均支給月額 （円）

代表的な特殊勤務手当の名称

職員数（Ａ）　　　　　　　 　　　 （人）

比 率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　 （％）

支給対象職員の比率(令和3年１月１日現在)(％)

  ８号給　 （人）

　　 　　　区　　　　　　分

  ８号給　 （人）

  ４号給　 （人）

比 率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　 （％）

号 給 数 別 内 訳

前
　
　
年
　
　
度

災害派遣業務手当

一　般　職

一　般　職区      　　　　　分

本
　
　
年
　
　
度

昇給に係る職員数(Ｂ)      　　　　（人）　

号 給 数 別 内 訳

  ２号給　 （人）

  ６号給　 （人）

職員数（Ａ）　　　　　　　 　　　 （人）

  ６号給　 （人）

  ２号給　 （人）

昇給に係る職員数(Ｂ)      　　　　（人）　

  ４号給　 （人）
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（６）期末手当・勤勉手当

支給率計

 ６月（月分） １２月(月分) （月分）

＊（　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年 ２５年 ３５年

勤続の者 勤続の者 勤続の者

（月分） （月分） （月分） （月分）

区      分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

区　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

本　年　度 有

前　年　度 有

一般会計の制度 有

区　　　分
最高限度 その他の加算

措　 置　 等
備 考

支給率等
定年前早期退職

特例措置
(3%～45%加算)

同　　じ

同　　じ

同　　じ

一般会計の制度
（支給率等）

定年前早期退職
特例措置

(3%～45%加算)

（８）その他の手当

一般会計の制度との異同

同　　じ

｜ 14 ｜



（単位：千円）

１

その他営業収益

２

原水及び浄水費

配水及び給水費

３

長期前受金戻入

小水力発電収益

４

５

固定資産売却益

過年度損益修正益

６

過年度損益修正損 △ 201

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

一般会計納付金控除額

差引当年度未処分利益剰余金

小水力発電費

雑 支 出

令和２年度 生駒市水道事業予定損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 損 失

営 業 費 用

営 業 収 益

他会計補助金

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

受 取 利 息

給 水 収 益

受託工事収益

受 託 工 事 費

営 業 外 収 益

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

雑 収 益
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１.

イ

ロ

△ 615,692

ハ

△ 14,106,588

ニ

△ 3,584,650

ホ

△ 41,435

ヘ 工具器具及び備品

△ 118,961

ト

イ

２.

△ 2,283

有形固定資産合計

（単位：千円）

減価償却累計額

土 地

現 金 預 金

建 設 仮 勘 定

無形固定資産合計

令和２年度 生駒市水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

資　産　の　部

機 械 及 び 装 置

構 築 物

建 物

固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

未 収 金

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

｜ 16 ｜



３.

４.

長期前受金収益化累計額 △ 12,496,210

５.

６.

イ

ロ 新設改良施設工事納付金

ハ 配水施設工事納付金

ニ 拡張施設工事納付金

ホ

ヘ

ト

チ

リ

イ 当年度未処分利益剰余金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

預 り 金

剰 余 金 合 計

補 助 金

資 本 合 計

受贈財産評価額

寄 附 金

負 担 金

負　債　の　部

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

給 水 分 担 金

負 債 合 計

未 払 金

保 険 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 金

資　本　の　部

長 期 前 受 金

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益
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１.

イ

ロ

△ 641,133

ハ

△ 14,521,632

ニ

△ 3,723,981

ホ

△ 42,003

ヘ 工具器具及び備品

△ 121,918

ト

イ

２.

△ 2,142

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

貯 蔵 品

建 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

令和３年度 生駒市水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

資　産　の　部

機 械 及 び 装 置

構 築 物

（単位：千円）

減価償却累計額

土 地

現 金 預 金

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計
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３.

４.

長期前受金収益化累計額 △ 12,786,453

５.

６.

イ

ロ 新設改良施設工事納付金

ハ 配水施設工事納付金

ニ 拡張施設工事納付金

ホ

ヘ

ト

チ

リ

イ 当年度未処分利益剰余金

引 当 金

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

流 動 負 債

資　本　の　部

長 期 前 受 金

未 払 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 金

保 険 金

寄 附 金

負 担 金

負 債 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

給 水 分 担 金

資 本 合 計

負　債　の　部

受贈財産評価額

剰 余 金 合 計

補 助 金

流 動 負 債 合 計

預 り 金
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注 記 
 
Ⅰ．重要な会計方針 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品 先入先出法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法による 

・主な耐用年数 

建物 １０～５０年 

構築物 １０～６０年 

機械及び装置 ６～２２年 

車両運搬具 ３～ ７年 

工具器具及び備品 ２～２０年 

（２） 無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法による 

・主な耐用年数 

ソフトウェア ５年 

３ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金 

「生駒市職員退職給与基金の設置、管理及び処分に関する条例」に基づく退職給与基金

積立負担金を除き、追加的負担が生じないため、計上していない。 

（２） 賞与引当金 

翌年度６月の期末手当、勤勉手当及び法定福利費の支給に備えるため、当年度の負担に

属する額を計上している。 

（３） 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、債権を性質ごとに分類し、貸倒実績率等によ

り回収不能見込額を計上している。 

 
Ⅱ．予定貸借対照表関連 

１ 賞与引当金の取崩し 

当年度において、前年度の負担に属する期末手当、勤勉手当及び法定福利費を支給するため、

賞与引当金を取り崩している。 
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Ⅲ．その他の注記 

１ 減損会計における資産のグルーピングの方法 

水道事業において使用している固定資産については、水道水の製造から販売まで全ての資産

が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つの資産グループと

している。また、現在使用していない土地は、独立したキャッシュ・フローを生み出す資産

グループとして個別に取扱う。 

２ 減損の兆候について 

減損の兆候は生じていない。 
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